
先端産業創出プロジェクト革新技術創出補助金交付要綱

第１ 趣旨

知事は、大きな売上げにつながる画期的な新製品・新技術を生み出し本県経済を主導するリーディング

産業を育成するため、県の先端産業創出プロジェクト及び成長産業分野の研究開発を行う企業等を支援す

る産業支援機関等に対し、予算の範囲内において、補助金を交付するものとし、その交付に関しては、静

岡県補助金等交付規則（昭和 31 年静岡県規則第 47 号）及びこの要綱の定めるところによる。

第２ 定義

(1) この要綱において「先端産業創出プロジェクト」とは、「ファルマバレープロジェクト」、「フー

ズ・ヘルスケアオープンイノベーションプロジェクト」、「フォトンバレープロジェクト」、「次世代

自動車」、「ふじのくにＣＮＦプロジェクト」、「ＭａＯＩプロジェクト」、「ＡＯＩプロジェクト」、

「ＣｈａＯＩプロジェクト」をいう。

(2) この要綱において「成長産業分野」とは、次世代自動車、航空宇宙、医療・福祉機器、ロボット、新

エネルギー、環境及び光関連技術をいう。

(３) この要綱において「企業等」とは、県内に主たる事務所又は事業所を有する以下に掲げるものをいう。

ア 中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条第１項に規定する中小企業者

イ 中小企業団体の組織に関する法律（昭和 32 年法律第 185 号）第３条第１項に規定する中小企業団

体（信用協同組合を除く｡)

ウ その他の特別の法律によって設立された組合及びその連合会であって、その直接又は間接の構成員

たる事業者の３分の２以上が中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条第１項に規定する中

小企業者であるもの

エ 農業協同組合、農業協同組合連合会又は農事組合法人（農業協同組合法（昭和 22 年法律第 132 号）

第 72 条の 10 第１項に規定する事業を行う法人をいう。）

オ 漁業協同組合、漁業生産組合及び漁業協同組合連合会、水産加工業協同組合及び水産加工業協同組

合連合会並びに共済水産業協同組合連合会（水産業協同組合法（昭和 23 年法律第 242 号）第 11 条第

１項に規定する事業を行う法人をいう。)

(４) この要綱において「産業支援機関等」とは、県内に事業所を有する商工会議所、商工会、中小企業団

体中央会、金融機関、定款等に産業または技術等の振興に資する目的や事業を定めている一般社団法人

及び一般財団法人(公益社団法人及び公益財団法人を含む。)をいう。

(５) この要綱において「大学等」とは、国立大学法人法第２条第１項の規定する国立大学法人、地方独立

行政法人法第 68 条第１項に規定する公立大学法人及び私立学校法第３条に規定する学校法人が設置す

る大学、高等専門学校、大学共同利用機関、国立研究開発法人、独立行政法人及び地方独立行政法人で

あって試験研究に関する業務を行うもの、並びに地方公共団体の試験研究機関をいう。

(６) この要綱において「共同体」とは、企業等、産業支援機関等及び大学等が連携して補助事業を行うた

めに構成される組織をいう。なお、共同体は、企業等及び大学等をそれぞれ 1者以上含むものとする。

(７) この要綱において「補助事業者」とは、第８に基づく交付決定の通知を受けた産業支援機関等をいう。

(８) この要綱において「間接補助事業者」とは、補助事業者から第 17(1)に基づく条件を付した交付決定



の通知を受けた企業等をいう。

第３ 補助対象者

補助対象者は、共同体の代表となる産業支援機関等とする。

第４ 補助対象経費及び補助期間

別表１に掲げるとおりとする。

第５ 補助率及び補助限度額

別表２に掲げるとおりとする。

第６ 補助の対象の特例

(1) 交付の決定の前に着手したものについては、補助の対象とすべき特別な理由があると知事が認めた場

合に限り、補助の対象とする。

(２) 初年度に全体事業計画の確認を受けたものであって、翌年度の交付の決定の前に着手したものについ

ては、当該年度において補助の対象とする。

第７ 交付の申請

(1) 提出書類 各１部

ア 交付申請書（様式第１号）

イ 事業計画書（様式第２号）

ウ 収支予算書（様式第３号）

エ 資金状況調べ（様式第４号）

オ その他参考となる書類

(2) 提出期限

別に定める日まで

第８ 交付の決定等

交付の決定は、単年度毎とする。なお、複数年計画の場合は、補助事業者は、継続申請を行い、研究開

発成果を踏まえた中間審査を受ける。知事は、当該審査により、補助事業を継続すべきと認めたときは、

補助事業者に対し、その旨を通知する。

第９ 交付の条件

次に掲げる事項は、交付の決定をする際の条件となるものとする。

(1) 次に掲げる事項のいずれかに該当する場合には、あらかじめ知事の承認を受けなければならないこと。

ア 補助事業に要する経費の配分の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場合

イ 補助事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場合

ウ 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合

(2) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速か

に知事に報告してその指示を受けなければならないこと。

(3) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産のうち、１件当たりの取得価格が 50 万円以上の機

械及び器具については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）に定め

られている耐用年数等に相当する期間（同令に定めがない財産については、知事が別に定める期間）内



において、知事の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

又は担保に供してはならないこと。

(4) 知事の承認を受けて(3)の財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一

部を静岡県に納付させることがあること。

(5) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても善良な管理者の

注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならないこと。

(6) 補助事業の決定、確定等に当たり、補助事業者名、間接補助事業者名、住所、研究開発課題名を公表

することを了承すること。

(7) 補助事業に係る研究開発の内容の発表に関しては、知事が指示した場合には、その指示に従わなけれ

ばならないこと。なお、特許出願を行っている場合は、特許法（昭和 34 年法律第 121 号）第 65 条の２

に基づく出願公開後に行うものとすること。

(8) 研究開発及び新商品開発の成果に基づき特許出願、実用新案登録出願又は意匠登録出願を行った場合

は、遅滞なくその旨を知事に届け出なければならないこと。

(9) 補助事業が完了した日の属する年度の終了後５年間において、毎年度終了後、補助事業に係る過去１

年間の成果状況を成果報告書（様式第５号）により知事に報告しなければならないこと。

(10) 補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、これらの帳簿及び書類を補助金の交

付を受けた年度終了後５年間保管しなければならないこと。

(11) 補助金の対象期間内において、類似の内容で他の補助制度による同様の補助を受ける場合、本補助金

は受けられないこと。

(12) 次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、額の確定の有無にかかわらず、補助金の交付の決定の

全部又は一部を取り消し、すでに補助金が交付されているときは、静岡県に返還しなければならないこ

と。

ア 補助事業の中止、廃止及び縮小した場合

イ 天変地異その他の事情の変更により補助事業の全部又は一部を継続する必要がなくなった場合

ウ 補助金を交付申請書に記載の目的用途以外に使用した場合

エ 虚偽の申請及び報告を行った場合

オ 確定のための検査を受けることができない場合

カ (1)～(12)の各項の条件に反する場合

第 10 軽微な変更

第９(1)ア及びイに定める軽微な変更とは、次に掲げる変更をいう。

(1) 経費の配分の変更

支出科目ごとの経費の額の 20％又は 20 万円のいずれか高い額以内の変更

(2) 事業の内容の変更

補助事業の実施過程で生じた事情の変化による、取るべき方法又は手段の部分的な変更

第 11 変更の承認申請

(1) 提出書類 各１部



ア 事業計画変更承認申請書（様式第６号）

イ 変更事項を具体的に説明する図面及び書類

ウ その他参考となる書類

第 12 実績報告

(1) 提出書類 各１部

ア 実績報告書（様式第７号）

イ 事業実績書（様式第８号）

ウ 決算収支明細表（様式第３号）

エ その他参考となる書類

(2) 提出期限

事業完了の日から起算して 30 日を経過した日又は補助金の交付の決定のあった日の属する年度の翌

年度の４月 10 日のいずれか早い日まで

第 13 請求の手続

(1) 提出書類 各１部

請求書（様式第９号）

(2) 提出期限

補助金交付確定通知書を受領した日から起算して 10 日以内

第 14 概算払の請求手続

(1) 提出書類 各１部

概算払請求書（様式第９号）

(2) 提出期限

別に定める日まで

第 15 立入検査等

知事は、補助事業の適正を期すため必要があると認めるときは、補助事業者及び間接補助事業者に対し

て報告させ、又は職員に補助事業者及び間接補助事業者の事務所、事業所等に立ち入らせ、帳簿書類その

他の物件を検査させ、もしくは関係者に質問させることができる。

第 16 消費税仕入控除税額等に係る取扱い

補助対象経費に含まれる消費税相当額のうち、消費税法(昭和 63 年法律第 108 号)に規定する仕入れに

係る消費税額として控除できる部分の金額(以下「消費税仕入控除税額」という。)がある場合の取扱いは、

次のとおりとする。

(1) 交付の申請における消費税仕入控除税額等の減額

当該補助金に係る消費税仕入控除税額等(消費税仕入控除税額と当該金額に地方税法(昭和 25 年法律

第 226 号)に規定する地方消費税の税率を乗じて得た額との合計額に補助金所要額を補助対象経費で除

して得た率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。)がある場合には、これを補助金所要額から減額して交

付の申請をすること。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかでない

場合は、この限りでない。



(2) 実績報告における消費税仕入控除税額等の減額

実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかになった場合に

は、その金額((1)により減額したものについては、その金額が減じた額を上回る部分の金額)を補助金額

から減額して報告すること。

(3) 消費税仕入控除税額等の確定に伴う補助金の返還

(2)に定める実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る

消費税仕入控除税額等が確定した場合には、その金額((1)又は(2)により減額したものについては、その

金額が減じた額を上回る部分の金額)を消費税仕入控除税額等報告書(様式第 10 号)により速やかに知事

に報告するとともに、知事の返還命令を受けてこれを県に返還しなければならないこと。

第 17 間接補助金交付の際付すべき条件

( 1 ) 補助事業者は、間接補助事業者に補助金を交付するときは、第８から前条の規定に準ずる条件を付さ

なければならない。

(２) 補助事業者は、前項の規定により付した条件等によって間接補助金に係る返還等があったときは、

速やかに知事に報告し、その指示を受けなければならない。

(３) 補助事業者は、間接補助金の支払に必要な経費として第 14 による補助金の支払を受けたときは、遅

滞なく、間接補助金を間接補助事業者に支払わなければならない。

第18 その他

この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

附 則

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。



別表１

区分 補助対象経費 左記の内訳 補助期間

共同体の

研究開発

に要する

経費

原材料費 直接使用する主要原料、主要材料、副資材の購入に要する経費 ２年以内

機械装置購

入等経費

ア 機械装置、自社で機械装置を製作する場合の工具器具及び部品並

びに分析等機械装置の購入に要する経費。ただし、汎用性が高いと

判断されるもの及び生産に使用するものは対象から除く。

イ 機械装置又は工具器具を試作し、改良し、据付し、修繕させた場

合に要する経費

ウ 機械装置、工具器具、分析等機器装置の借用に要する経費

人件費 研究開発に直接従事する者の人件費（補助対象となるものは別に定め

る。）

産業財産権

関連費

ア 産業財産権の譲受や実施権等の使用のために要する経費

イ 産業財産権の取得に要する経費（特許庁へ納付される経費、拒絶

査定に対する審判請求または訴訟に要する経費は除く。）

外注費 原材料等の再加工、製図又は調査・分析の外注に要する経費

構築物購入

等経費

構築物の購入、自社による建造、外注による建造、改良、据付、借

用、保守又は修繕に要する経費（構築物は、当該開発等に際し必要不

可欠なものであって、プレハブ等簡易なものに限る。）

技術コンサ

ルタント料

専門的な知識・技術及び技能等を有した者に依頼し、当該開発に係る

技術的事項等に関して、指導・相談等を受けた場合の謝礼に要する経

費

委託費 研究開発、設計等の委託に要する経費

その他 ア 図書、参考文献、資料、データ等購入費

イ 郵便代及び運送代

ウ 当該事業遂行に必要な調査研究に要する経費

エ 事業への使途が特定できる消耗品費

オ 展示会への出展など販路開拓に要する経費

補助事業

者が補助

事業の進

捗管理等

に要する

経費

人件費 補助事業者が補助事業の進捗管理等に必要な人件費

報償費及び

旅費

ア 専門的な知識・技術及び技能等を有した者に製品化に向けた助言

等を依頼した場合の謝礼、旅費

イ 当該事業の実施のための事務打ち合わせ又は資料収集等を行うた

めに必要な旅費

その他 ア 図書、参考文献、資料、データ等購入費

イ 郵便代及び運送代

ウ 当該事業遂行に必要な調査研究に要する経費

エ 事業への使途が特定できる消耗品費



別表２

補助対象経費 補助率 補助限度額

共同体の研究開発に要する経費 ３分の２以内 3,000 万円(単年)

ただし、２年計画の場合は、

5,000 万円(２年合計)

補助事業者が補助事業の進捗管理等に

要する経費

１０分の１０以内 250 万円(単年)



様式第１号 (用紙 日本産業規格 A4 縦型)

交 付 申 請 書

年 月 日

静岡県知事 氏 名 様

所 在 地

名 称

代 表 者 氏 名

年度において先端産業創出プロジェクト革新技術創出補助金を交付されるよう関係書類を添えて

申請します。

なお、交付決定の上は、概算払いされるよう併せて申請します。

１ 研究開発課題名

２ 総事業費

３ 交付申請

(1) 金額 円

(補助金所要額) (補助金に係る消費税仕入控除税額) (補助金額)

円 － 円 ＝ 円

(2) 事業の概要（１５０字程度）

４ 概算払の承認申請

(1) 金額 円

(2) 理由

(3) 時期

５ 事業完了予定年月日 年 月 日

口座振替先 金融機関名

支店名

口座種別

口座番号

口座名義人（カナ）

（注） 法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。

責任者 職・氏名

作成者 職・氏名



様式第２号 (用紙 日本産業規格 A4 縦型)

事 業 計 画 書

１ 申請者の概要

(１)補助事業者（産業支援機関等）

２ 研究開発の概要

(1)計画名

(２)研究開発等の概要（200 文字以内）

３ 技術分野

名 称 代表者名・役職名

本社住所 （〒 － ）

主たる事業所等
（〒 － ）

事業所名：

連絡担当者名

所属・役職名

（電話・ＦＡＸ番号）

（メールアドレス）

主たる技術分野

従たる分野



４ 間接補助事業者

(1)間接補助事業者

※間接補助事業者が複数ある場合は本表をそれぞれ作成すること

(2)連携する大学等

※大学等が複数ある場合は本表をそれぞれ作成すること。

５ 研究開発の内容

(1) 研究開発の概要及び背景、当該分野における研究開発動向

名 称 代表者名・役職名

本社住所 （〒 － ）

主たる事業所等
（〒 － ）

事業所名：

研究従事者

所属・役職名

（電話・ＦＡＸ番号）

（メールアドレス）

設立年月日 年 月
主たる業種

(日本標準産業分類、中分類)

資本金 千円 主要製品

（加工内容）従業員数 人

経営的技術的
特 徴

年 月 年 月 年 月

売上高 千円 千円 千円

経常利益 千円 千円 千円

名 称 代表者名・役職名

所在地 （〒 － ）

研究従事者

所属・役職名

（電話・ＦＡＸ番号）

（メールアドレス）

複数年計画の場合は、各年度の目標を記載すること。



(2)研究開発の具体的な内容

(3)研究開発の高度化目標及び技術的目標

(4) 新規性（従来技術・製品との比較）

(5) 優位性（従来技術・製品との比較）

(6) これまでの進捗状況および研究課題とその解決方法

①従来の技術・製品の現状、国内外の研究開発動向と問題点

②目的を達成するために解決すべき課題と解決方法



(7) スケジュール

６ 事業化の計画・展望

(1) 事業化を行う製品・サービス等の概要

研究開発項目 期 間 概 要 共同体内での分担内容

<初年度目>

<２年度目>

①内容

②用途(販売予定先)

③具体的ニーズと、使用が予定される環境



(2) 事業化への取組み

④事業化に至るまでのスケジュール

①事業化を考えるに至った経緯(動機)

②事業として成功すると考えた理由

ア ビジネスプラン面での優位性

イ 事業化体制

③事業化のスケジュール

ア 研究開発終了後概ね３年以内で事業化が可能な具体的計画

イ 事業化において想定するリスクとその対応計画

製品等の名称

開発事業者

想定するサンプル出荷先

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

事業年度 年度 年度 年度 年度 年度

サンプルの出荷

追加研究

設備投資

製品等の生産

製品等の販売

特許出願

出願公開

ライセンス付与

売

上

見

込

売上高

販売数量（単位を記載）

売上高の根拠



⑤高付加価値企業への成長・変革に向けたビジョン

(3) 市場の動向・競争力

(4) 売上・収益の見通し

①市場規模(現状と将来見通し) / 産業創出効果

ア 研究開発終了後５年後までの国内と海外の市場規模推移とその根拠

イ 市場における申請者のシェアの推移見通しとその根拠

②競合が想定される他社の開発動向とそれに対する優位性の根拠

ア 開発製品・サービスの競合製品に対する優位性(性能及び価格等の比較)

イ 製造に関する優位性

ウ 販売力に関する優位性

③価格競争力

①販売開始後５年経過迄の売上と営業利益

②販売単価、販売数、原価など、売上と営業利益の算出根拠

③投資金額に対する費用対効果とその評価



７ 事業実施体制

(1) 実施体制図

(2) 補助事業者

ア 機関名

イ 担当者

(3) 間接補助事業者

ア 事業者名

イ 研究開発主任担当者

氏名 所属・役職 実施内容

氏名 所属・役職 実施内容 経歴



ウ 経理担当者

※複数の間接補助事業者が構成員となっている場合は追記すること

(4) 大学等

ア 機関名

イ 主たる研究担当者

※複数の大学等が構成員となっている場合は追記すること

(5) その他の共同体構成員

ア 機関名

イ 主たる研究担当者

※複数の機関が構成員となっている場合は追記すること

(6) 主たる研究開発の実施場所

(7) 特許・実用新案の現状（今回の研究開発課題に関するもの）

氏名 所属・役職 実施内容

氏名 所属・役職 実施内容 経歴

氏名 所属・役職 実施内容 経歴

実施場所 所在地

名称 特許権の有無 発明、考案者名



(8) その他の特記事項（ISO9000、ISO14000 シリーズ認定取得状況等）



様式第３号 (用紙 日本産業規格 A4 縦型)

収 支 予 算 書 （決 算 収 支 明 細 表）

１ 総括収支予算（決算）表 （当該年度分のみ）

ア 収入

イ 支出

※間接補助事業者が複数ある場合は列を追加して記載すること

科 目 補助事業者 間接補助事業者 計

県 補 助 金

自 己 資 金

借 入 金

そ の 他

合 計

区分 補助事業者 間接補助事業者 計

原材料費

機械装置購入等経費

人件費

産業財産権関連費

外注費

構築物購入等経費

技術コンサルタント料

委託費

その他

計



２ 科目別支出予算（決算）内訳（当該年度分のみ）

(1) 原材料費

ア 補助事業者

イ 間接補助事業者

(2) 機械装置購入等経費

ア 補助事業者

イ 間接補助事業者

(3) 人件費

ア 補助事業者

イ 間接補助事業者

項 目 仕 様 数 量 単価（円） 金 額（円） 備 考

計

項 目 仕 様 数 量 単価（円） 金 額（円） 備 考

計

項 目 仕 様 数 量 単価（円） 金 額（円） 備 考

計

項 目 仕 様 数 量 単価（円） 金 額（円） 備 考

計

項 目 時間 単価（円） 金 額（円） 備 考

計

項 目 時間 単価（円） 金 額（円） 備 考

計



(4) 産業財産権関連費

ア 補助事業者

イ 間接補助事業者

(5) 外注費

ア 補助事業者

イ 間接補助事業者

(6) 構築物購入等経費

ア 補助事業者

イ 間接補助事業者

項 目 仕 様 数 量 単価（円） 金 額（円） 備 考

計

項 目 仕 様 数 量 単価（円） 金 額（円） 備 考

計

項 目 仕 様 数 量 単価（円） 金 額（円） 備 考

計

項 目 仕 様 数 量 単価（円） 金 額（円） 備 考

計

項 目 仕 様 数 量 単価（円） 金 額（円） 備 考

計

項 目 仕 様 数 量 単価（円） 金 額（円） 備 考

計



(7) 技術コンサルタント料

ア 補助事業者

イ 間接補助事業者

(8) 委託費

ア 補助事業者

イ 間接補助事業者

(9) その他

ア 補助事業者

イ 間接補助事業者

※間接補助事業者が複数ある場合は表を追加して記載すること

項 目 内容 金 額（円） 備 考

計

項 目 内容 金 額（円） 備 考

計

項 目 内容 金 額（円） 備 考

計

項 目 内容 金 額（円） 備 考

計

項 目 仕 様 数 量 単価（円） 金 額（円） 備 考

計

項 目 仕 様 数 量 単価（円） 金 額（円） 備 考

計



３ 年度別研究開発費（複数年度にわたる申請案件のみ）

(1)補助事業者

（単位：千円）

(2)間接補助事業者

（単位：千円）

第 １ 年 度 第 ２ 年 度

金 額
主な

購入品目
備 考 金 額

主な

購入品目
備 考

人件費

小 計

報償費

及び旅費

小 計

その他

小 計

合 計

第 １ 年 度 第 ２ 年 度

金 額
主な

購入品目
備 考 金 額

主な

購入品目
備 考

原材料費

小 計

機械装置

購入等経費

小 計

人件費

小 計

産業財産権

関連費

小 計

外注費

小 計



注 補助事業期間に応じて記載してください。

構築物

購入等経費

小 計

技術コンサ

ルタント料

小 計

委託費

小 計

その他

小 計

合 計



様式第４号 (用紙 日本産業規格A4縦型)

資 金 状 況 調 べ

(注) 未経過の月分については、見込額を計上すること。

補助事業者と間接補助事業者は別葉にして作成すること。

区分

月別

収入 支出 差引残高

計 計

月

円 円 円 円 円 円 円 円 円

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

計



様式第５号 (用紙 日本産業規格A4縦型)

成 果 報 告 書

年 月 日

静岡県知事 氏 名 様

所 在 地

名 称

代 表 者 氏 名

年度に実施した先端産業創出プロジェクト革新技術創出補助金に関する 年度分の成果状

況を次のとおり報告します。

１ 補助事業名 先端産業創出プロジェクト革新技術創出補助金

２ 研究開発課題名

３ 成果状況

（該当する項目に○を付し、別紙に具体的内容及び理由を記入）

ア 製品化した

イ 開発を継続中である

ウ 開発を中断する

エ 展示会・講演会・新聞等で発表する

オ 特許・実用新案等を出願・取得する

カ その他

（注） 法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。

責任者 職・氏名

作成者 職・氏名



別 紙

成果状況

ア 製品化

イ 開発を継続中（該当する番号を囲み、継続の内容・今後の見通し等を記述）

スケジュール

発売時期 製品名 販売価格(円) 販売数

1. （ 年以内）に製品化見込み 2.他の補助金に採択された

製品化するために希望する支援等あれば記入して下さい

製品等の名称

開発事業者

想定するサンプル出荷先

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

事業年度 年度 年度 年度 年度 年度

サンプルの出荷

追加研究

設備投資

製品等の生産

製品等の販売

特許出願

出願公開

ライセンス付与

売

上

見

込

売上高

販売数量（単位を記

載）

売上高の根拠



ウ 開発を中断（該当する番号を囲み、中断の理由を記述）

エ 展示会・講演会・新聞等での発表（発表の内容を記述）

オ 特許・実用新案等の出願・取得

1. 技術的な理由 2. 財務的な理由 3. 人事的な理由 4. その他の理由

開発を続行・再開するために希望する支援等あれば記入して下さい

種 類 現在の状況 申請の名称

特許・実用新案

意匠登録・商標

出願・公開

公告・登録 （番号 ）

特許・実用新案

意匠登録・商標

出願・公開

公告・登録 （番号 ）



様式第６号 (用紙 日本産業規格 A4 縦型)

事 業 計 画 変 更 承 認 申 請 書

年 月 日

静岡県知事 氏 名 様

所 在 地

名 称

代 表 者 氏 名

年 月 日付け 第 号により補助金交付の決定を受けた先端産業創出プロジェク

ト革新技術創出補助金の計画を次のとおり変更したいので、承認されるよう申請します。

１ 補助事業名 先端産業創出プロジェクト革新技術創出補助金

２ 研究開発課題名

３ 計画の変更内容

４ 計画の変更理由

（注） 法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。

責任者 職・氏名

作成者 職・氏名

（注） 変更内容は、事業計画書のどの部分をどのように変更するか簡潔に、かつ新旧を対照させて記載す

ること。



（参考様式：様式第６号に別紙として添付する場合）

１ 変更

２ 経費の変更 （単位：円）

＊総括収支予算対比

支出 （単位：円、％） 収 入 （単位：円）

(注)変更比率は変更後金額と変更前金額の差を変更前金額で除して算出すること。

当 初 計 画 変 更 計 画 変 更 す る 理 由

科 目 品名・項目
当 初 計 画 変 更 計 画

備 考
数 量 金 額 数 量 金 額

科 目 変 更 前 変 更 後 変更比率 科 目 変 更 前 変 更 後

自 己 資 金

借 入 金

そ の 他

県 補 助 金

合 計 合 計



様式第７号 (用紙 日本産業規格 A4 縦型)

実 績 報 告 書

年 月 日

静岡県知事 氏 名 様

所 在 地

名 称

代 表 者 氏 名

年 月 日付け 第 号により補助金交付の決定を受けた先端産業創出プロジェク

ト革新技術創出補助金が完了したので、関係書類を添えて報告します。

記

１ 補助事業名 先端産業創出プロジェクト革新技術創出補助金

２ 研究開発課題名

３ 提出書類

(1) 事業実績書（様式第８号）

(2) 決算収支明細表（様式第３号）

４ 事業完了年月日 年 月 日

（注） 法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。

責任者 職・氏名

作成者 職・氏名



様式第８号 (用紙 日本産業規格 A4 縦型)

事 業 実 績 書

１ 研究開発の目的

２ 研究開発の成果（要約）

３ 事業化における残課題と解決方法

４ 研究開発の結果（詳細）

残課題 解決方法 期間



様式第９号 (用紙 日本産業規格 A4 縦型)

請 求 書（概算払請求書）

金 円也

ただし、 年 月 日付け 第 号により補助金の交付の確定（決定）を受けた先

端産業創出プロジェクト革新技術創出補助金として、上記のとおり請求します。

年 月 日

静岡県知事 氏 名 様

所 在 地

名 称

代 表 者 氏 名

口座振込先金融機関名

口座種別

口座番号

口座名義
ふ り が な

（注） 法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。

責任者 職・氏名

作成者 職・氏名



様式第10号 (用紙 日本産業規格A4縦型)

消 費 税 仕 入 控 除 税 額 等 報 告 書

年 月 日

静岡県知事 氏 名 様

所 在 地

名 称

代 表 者 氏 名

年 月 日付け 第 号により補助金の交付の決定を受けた先端産業創出プロジェクト革新技

術創出補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定したので、次のとおり報告します。

１ 補助金の確定額 金 円

( 年 月 日付け 第 号による額の確定通知額)

２ 補助金の交付の申請時及び実績報告時に減額した消費税仕入控除税額等

金 円

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額等

金 円

４ 補助金返還相当額(３の額から２の額を差し引いた額)

金 円

（注） 法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。

責任者 職・氏名

作成者 職・氏名


